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１．18年1月期の連結業績（平成17年1月21日～平成18年1月20日） 

(1) 連結経営成績                  （百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 
18年1月期 
17年1月期 

百万円   ％
66,338  (51.4) 
43,816    (64.1) 

百万円   ％
5,963   (42.4) 
4,188     (47.9) 

百万円   ％
4,858    (58.5) 
3,064    (52.7) 

 

 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
18年1月期 
17年1月期 

百万円   ％ 
2,697     (57.0)  
1,718    (78.0)  

円  銭
129   23
99  60

円  銭
129   18
―   ―

％
22.0
25.3 

％ 
7.3 
7.7    

％
7.3 
7.0 

(注)①持分法投資損益      18年1月期    ―百万円     17年1月期     ―百万円 

②期中平均株式数（連結）  18年1月期  20,877,526株      17年1月期  17,253,666株 

 平成16年7月30日付けをもって、株式を1株につき10株の割合で分割しており、平成17年1月期の期中平均株 

式数及び1株当たり当期純利益は株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

③会計処理の方法の変更    有 

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2) 連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
18年1月期 
17年1月期 

百万円 
78,965        
54,937     

百万円
13,678      
10,801   

％ 
17.3   
19.7  

円   銭
657     20  
520     43  

(注)期末発行済株式数（連結）  18年1月期  20,813,510株    17年1月期    20,755,000株 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 
18年1月期 
17年1月期 

百万円 

△27,349      
△16,760    

百万円
18     

1,871   

百万円 
20,646      
27,434    

百万円
7,881     
14,565   

 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数   3社   持分法適用非連結子会社数   ―社   持分法適用関連会社数   ―社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   ―社   (除外)   ―社    持分法 (新規)   ―社   (除外)   ―社 
 
２．19年1月期の連結業績予想（平成18年1月21日～平成19年1月20日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 
中間期 
通  期 

百万円
36,100      
80,600      

百万円
2,130      
5,660      

百万円
1,040     
2,780     

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）  133円57銭 

     

  
（注）本資料で記載されている業績予想については、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、

潜在的リスクや不確実性が含まれております。その為、様々な要因の変化により、実際の業績はこれと大きく

異なる可能性があることをご承知おきください。 
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1．企業集団の状況 

    当社の企業集団は、当社および連結子会社3社（株式会社プロパティー・株式会社ＹＵＴＯＲＩ債権回収・

株式会社バリュー・ローン、各社に対し当社100％出資）により構成されております。 

当社は不動産競売市場及び不動産任売市場から中古住宅を仕入れ、その住宅にリフォームを施し、中古

住宅を再生して販売する「中古住宅再生事業」を主たる業務としております。 

株式会社プロパティーは不動産競売市場及び不動産任売市場から収益物件を仕入れ、その収益物件の入

居率を上昇させ、投資物件として販売する「収益物件運営事業」を主たる業務としております。また、当

社ならびに株式会社プロパティーは付帯業務としてアパート等の賃貸業務を営んでおります。 

株式会社ＹＵＴＯＲＩ債権回収は各種債権(主に住宅ローン債権)の管理・回収を行う「サービサー事業」

を主たる業務としております。 

株式会社バリュー・ローンは当社が中古住宅を販売するにあたり顧客へローン融資を行う「貸金事業」

を主たる業務としております。 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。 

 

【販売】

【販売】

物件落札 

販売 

管理委託 

管理業者 

任意売買 

物
件
所
有
者 物件管理 

賃貸 

賃借人 

不
動
産
業
者 

設計等指示 完成引渡 

物件落札 
販売 
(一部仲介による 
販売を含む) 

設計等指示
完成引渡

（工事・施工） 

【仕入】 

リフォーム協力会社 

 

100％出資 

任意売買 
不 
動 
産 
業 
者 

一 
般 
個 
人 

株式会社バンカー(注) 

株式会社 

YUTORI債権回収

株式会社 

ﾊﾞﾘｭｰ･ﾛｰﾝ 

100％出資 

100％出資 

業務委託 

仲介 

賃貸 

不
動
産
業
者

投
資
会
社

お
客
様

賃借人 

競

売

物

件

地

方

裁

判

所

競

売

物

件

地

方

裁

判

所

株式会社プロパティー 

当   社

ローン融資 

100％出資 

（注）株式会社バンカーは、不動産任売市場での売買業務及び仲介業務を主たる事業の目的と 

して、平成18年2月14日に設立いたしました。 
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2．経営方針 

(1) 経営の基本方針  

 当社グループは『お客様に心から満足していただける住宅とサービスを創造し、社会に貢献するとと

もに、人間性豊かな企業として発展する』という企業理念のもと、お客様に対する高品質かつ低価格な

中古住宅等の提供を通じて、顧客満足度の一層の向上を追求しております。 

 上記の企業理念を追求するために、次の諸点を経営行動の指針として掲げております。 

（行動規範） 

 品質・信頼をすべてに優先させ、挑戦、革新、創造する。 

（長期経営ビジョン） 

 時代をリードする全国規模での総合建設、不動産の革新、再生等のグローバル企業を目指す。 

（経営方針） 

1． 戸建中古住宅再生事業を中心として収益基盤を確立する。 
2． 不動産再生事業等々、チャレンジ、革新、開発していく。 
3． 社会の変化・お客様のニーズの変化に速やかに対応出来るような、フレキシブルな経営体制を
確立する。 

4． 社員の個性を尊重し、全員参加で組織風土の改革、意識改革を推進する。 
 

これらの基本方針に基づき、継続的成長を実現することによって、社会、株主、社員にとって価値あ

る企業作りに励んで参ります。 

 

(2) 利益配分に関する基本方針  

 当社グループは株主の皆様への利益還元を経営の重要課題ととらえており、配当政策については企業

体質の強化と将来の事業展開のための内部留保の充実を図るとともに業績に応じた配当を継続的に行

うことを基本方針としております。 

当社グループはこれまで、今後の事業展開に備えて内部留保の充実を優先させ、配当を行ってきませ

んでしたが、当社グループの株主の皆様に対する利益還元といたしまして、当期の配当金につきまして

は、期末配当を１株当たり５円とし、ご支援を賜った株主の皆様への利益還元を実施させていただく予

定でおります。 

今後につきましても、上記の配当政策についての基本方針に則り、安定的な経営基盤の確保と資金需

要に配慮し、各期の業績等を総合的に勘案しながら、株主の皆様への利益還元を決定していく所存であ

ります。 

 

(3) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等  

当社グループは、投資単位の引下げが株式の流動性向上と株式市場に個人投資家の参加を促すための

有効な施策であると理解しております。収益力の向上を経営課題とする当社としましては、今後、株式

市場の動向を注視しつつ、当社の業績および株価などを勘案して、投資単位の引下げの実施について検

討していく所存であります。 
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(4) 目標とする経営指標及び中長期的な会社の経営戦略  

 当社グループの経営は資金効率を重視しつつ、利益率の追求を目指しております。その上で売上高総

利益率、売上高経常利益率、たな卸資産回転率等の指標について、高水準の確保を目指すべく努力して

おります。 

当社グループは、旺盛な再生中古住宅への需要を背景に、急速な拡大を遂げてきました。当社グルー

プは再生中古住宅への旺盛な需要は今後も続くと考えており、首都圏地域を除く日本全国での中古住宅

市場及び不動産競売市場においての占有率を上げるためにも、今後更に仕入物件ならびに店舗数を増や

す予定でおります。 

また当社グループは中古住宅再生事業以外にも、不動産競売市場及び不動産任売市場から収益物件を

仕入れ、その収益物件の入居率を上昇させ、販売する「収益物件運営事業」が本格稼動しており、かか

る事業の遂行のため今後収益物件の仕入・売上、賃料収入等を増やしていく予定でおります。 

 上記に加え、当社グループは中長期的な新たな成長基盤構築のため、 

①各種債権（主に住宅ローン債権）の管理・回収を行いサービサー事業に特化する株式会社ＹＵＴＯＲ

Ｉ債権回収（平成16年8月設立） 

②当社の中古住宅を販売するにあたり顧客へローン融資を行う株式会社バリュー・ローン（平成16年9

月設立） 

も着実に事業展開しており、不動産再生の総合グループとして、地方不動産流通の活性化に寄与する

所存であります。また、当社グループの全国を網羅したデューデリジェンス能力、不動産再生能力、及

び各地の金融機関との取引実績等を活かして、ビジネスチャンスをタイムリーに確実に得るべく、不動

産任売市場での売買業務及び仲介業務を専門とする当社100%出資の子会社（株式会社バンカー）を平成

18年2月14日付けで設立し、仕入ルートの間口を広げお客様のニーズに応じた満足度の高い商品を継続

的に供給していく予定でおります。 

    

 

(5) 対処すべき課題  

平成16年2月に競売業者として初めて株式上場した当社は、不動産競売市場から仕入れた低価格の住

宅にリフォームを施し、良質廉価な住宅を販売するという独自のビジネスモデルで他社との差別化を図

り、急速な事業拡大を遂げてきました。今後も永続的に事業発展・社会寄与を遂げるには、お客様の多

様化したニーズを満たすべく、更なる営業企画力・商品力の強化が急務であると考えております。具体

策としましては、平成18年2月1日付の組織変更で「営業企画本部」を新設し、人材の質的向上を進めて

いく所存であります。 

また、当社グループは中古住宅再生事業以外にも、収益物件への投資・販売事業も本格稼動しており、

かかる事業の遂行のため収益物件を増やしていく予定でおります。今後不動産投資ファンド組成等へ関

与していく可能性もあります。さらに、当社グループは金融と連動している不動産再生の総合企業グル

ープとして、事業間(中古住宅再生事業、収益物件運営事業、サービサー事業、貸金事業等)のシナジー

効果が発揮できるよう、情報システムの構築を進めていく所存であります。このように不動産及び金融

関連事業に関わる専門的知識と経験に基づく付加価値の高い事業を構築していくには、優秀な人員の確

保と育成が不可欠となっております。当社グループはこのような認識のもと積極的に優秀な人員を採

用・教育していく方針であります。 
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(6) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況  

１．コーポレート・ガバナンスの状況 

当社では、経営の透明性の向上とコンプライアンス遵守の経営を徹底するため、コーポレート・

ガバナンスの充実を図りながら、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築することを重

要な施策と位置付けております。取締役会は取締役９名で、迅速な経営判断ができるよう少人数で

構成されております。取締役会は定例取締役会が毎月1回開催され、ここで会社の重要事項などの

決定および事業活動の報告を行っております。また、事業の状況などについて、全国の支店長以上

による経営戦略会議を毎週開催しており、事業の状況把握と情報共有化を図っております。 

  監査役は計４名で、うち２名は常勤監査役として常時執務しており、取締役会、経営戦略会議に常

時出席している他、社内の重要会議にも積極的に参加しており、非常勤監査役２名も取締役会に毎

回出席しております。また、監査役会は、監査役全員をもって構成し、法令、定款に従い監査役の

監査方針を定めるとともに、各監査役の報告に基づき監査意見を形成します。以上のとおり、取締

役の職務執行を十分に監視できる体制となっております。監査役と当社との取引等の利害関係はあ

りません。さらに、当社では会社におけるリスク発生を未然に防止するための内部統制システムと

して社長直轄の監査室を設置しており、業務活動の全般に関し、方針・計画・手続の妥当性や業務

実施の有効性、法律、法令の遵守状況等について内部監査を実施しており、業務の改善に向け具体

的な助言・勧告を行っております。 

   また、当社は急激に変化する経営環境の中、 

（1）取締役会機能の充実と意思決定の迅速化 

（2）業務執行体制の強化・迅速化と責任の明確化  

を目的に経営機構を意思決定・監督と業務執行に分離し、コーポレート・ガバナンスの強化をはか

るため、平成17年2月1日より執行役員制度を導入しております。 

    

   一方、会計監査につきましては、清友監査法人が監査業務にあたっており、商法および証券取引

法に基づく会計監査を実施しております。当期において会計監査業務を執行した公認会計士は下記

のとおりであります。 

  指定社員・業務執行社員 田口邦宏、後藤員久 

２．役員報酬の内容 

   取締役の年間報酬総額  152百万円 

   監査役の年間報酬総額   20百万円（うち社外監査役7百万円） 

３．監査報酬の内容 

   監査証明に係る報酬  19百万円 

 

当社は、平成17年7月29日に国土交通省関東整備局長より、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉

県、東京都、神奈川県、山梨県及び長野県の区域内における平成17年8月5日から平成17年8月11日まで

の7日間の業務停止処分を受けました。当社はこの度の処分を厳粛に受け止め、コンプライアンス委員

会の新設等、今後一層の法令遵守体制及び内部管理体制の強化に全力を尽くし早期の信頼回復に努める

所存であります。具体的かつ継続的な内部統制システム構築・発展の一環として、①定期的に開催され

るコンプライアンス委員会の設置、②コンプライアンス問題の取扱部署の一元・明確化（コンプライア

ンス統括部署の決定）、③取締役のコンプライアンスオフィサー（コンプライアンスの最高責任者）へ

の就任および④社長に対する直接の内部告発・内部通報の奨励等の措置を平成17年6月1日より実施して

おります。 
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3. 経営成績及び財政状態 

（1）当期の概況  

当連結会計年度におけるわが国経済は、民間企業の景況感は改善し、程度の差はあるものの、ほとんど

の地域で景気回復の動きを示していましたが、原油価格の高騰など不透明な要因も多く、楽観視できない

状況が続きました。 

不動産業界におきましては、大都市圏を中心に機関投資家や年金基金等による不動産投資ファンドに対

する投資意欲が旺盛なことから上場J-REITや不動産私募ファンドの成長ペースが加速しております。 

また、当社の属する地方圏の中古住宅再生市場及び競売市場は、公示地価及び基準地価の全国平均14

年連続下落を背景に、依然として当社グループにとって有利な環境が続いております。 

このような状況の中、当期は「仕入インフラを整える年」として、不動産競売市場での落札及び不動産 

任意売買市場からの仕入を積極的に行ないました。その結果、仕入戸数は5,025戸(前期は3,224戸で55.9%

の増加）となりました。また、「良いものは必ず売れる」を信念にお客様の嗜好に対応できる豊富

で高品質の在庫を取り揃え、新築同然に生まれ変わった低価格の商品を順調に提供することがで

きました。その結果、当期は3,568戸の販売戸数となりました。（前期は2,384戸で49.7%の増加）       

設立後２年を経過した株式会社プロパティーの主力事業である収益物件運営事業も、地方を中心に本

格稼動し、当社グループの収益に寄与するようになりました。 

以上により当連結会計年度の売上高は、66,338百万円(前年同期比51.4%の増加)、経常利益は、4,858

百万円(前年同期比58.5%の増加)、当期純利益は、2,697百万円(前年同期比57.0%の増加)となり、創業以

来２８期連続で増収増益となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。 

中古住宅再生事業の売上高は59,831百万円(前年同期比40.2%の増加)、営業利益は4,883百万円 

(前年同期比18.7%の増加)となりました。 

収益物件運営事業の売上高は4,835百万円(前年同期比790.7%の増加)、営業利益は1,375百万円 

(前年同期比2,351.1%の増加)となりました。 

 

（2）財政状態  

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、営業活動により273億49百万円減少し、投資活動

により18百万円増加し、財務活動により206億46百万円増加し、この結果、現金及び現金同等物（以下

「資金」）は66億84百万円減少となり、期末残高は78億81百万円となりました。 

なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりでありま

す。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当連結会計年度において営業活動の結果、273億49百万円の資金が減少いたしました。これは、税金等

調整前当期純利益が51億14百万円と順調に推移いたしましたが、今後の販売活動を考慮し積極的な仕入

活動を行った結果、たな卸資産を296億41百万円増加させたこと、及び業績が向上していることに伴い

法人税等の支払を23億69百万円実施したことが主な要因であります。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    当連結会計年度において投資活動の結果、18百万円の資金が増加いたしました。これは、主に、有形

固定資産の売却によるものであります。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    当連結会計年度において財務活動の結果、資金が206億46百万円増加いたしました。これは、主に、た

な卸資産の仕入資金を銀行借入によって賄ったことによるものであります。 

 

    なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドについては、以下のとおりであります。 

 第27期 

平成17年1月20日現在 

第28期 

平成18年1月20日現在 

自己資本比率（％） 19.7％ 17.3％ 

時価ベースの自己資本比率（％） 145.1％  117.2％ 

債務償還年数（年） － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － 

 

  自己資本比率：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」

を使用しております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

全ての負債を対象としております。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の「利息

の支払額」を使用しております。 

   ※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

  ※ 第27期及び第28期は営業キャッシュ・フロ－がマイナスであったため、債務償還年数及びインタレス

ト・カバレッジ・レシオの表示はしておりません。 

  

（3）次期の見通し 

当社グループが主たる事業としております中古住宅再生事業は、新築住宅市場が縮小していくと予想

される中、これから本格化するといえます。また、減損会計や不良債権の最終処理に伴う競売市場の活

性化の影響で、中古住宅市場は拡大するといえます。当社グループの第２の柱となった収益物件運営事

業は、地方都市を対象とする収益物件の再生で差別化を図り、投資家ニーズに応じた新しい商品提供を

継続的に行う一方で、入居者の皆様には満足度の高い賃貸物件を提供していくことに全力を尽くします。 

そのような状況の中、次期の業績見通しにつきましては、連結売上高806億円（前期比21.5％増）、 

連結経常利益56億60百万円（同16.5％増）、連結当期純利益27億80百万円（同3.1％増）を見込んでおり

ます。 

 

 ４. 事業等のリスク 

以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因になる可能性があると考えられる主な

項目を記載しております。また、当社グループといたしましては、必ずしも事業上のリスクとは考えていな

い事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる場合には、投資家に対する情報開示の観

点から積極的に開示しております。 
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 なお、当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に

努める方針でありますが、投資判断は、以下の事業等のリスク及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で

行われる必要があると考えます。また、以下の記載は、当社グループの事業もしくは本株式への投資に関する

リスクを完全に網羅するものではありませんので、この点ご留意ください。 

  

１．リフォーム協力会社(外注先)について 

 当社グループの外注先は地域のリフォーム業者等を中心に、全国的に標準化された工事を実施するために、

当社が設定した一定の技術水準を満たした業者を選定しております。 

 当社グループは、当社グループが仕入れた競売物件を外注業者に施工させることにより、いわゆる共存共

栄の関係を築いておりますが、今後の事業展開におきまして、外注業者の確保ができなかった場合、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループでは外注業者に対して、技術的アドバ

イス、施工状況の管理等を行っておりますが、施工上のトラブルが生じる可能性もあり、このことにより当

社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

２．競合について 

 競売による中古住宅市場で当社グループと同程度の事業規模を展開している不動産業者は、多くはありま

せん。しかしながら、通常の市場価格より割安な競売価格が存在すること、又、新聞、雑誌、インターネッ

トなど、競売市場へのアクセス方法の多様化により、情報入手が容易となったため、首都圏においては、豊

富な資金力を背景としたサービサー、不動産業者や個人投資家の購入も増加していますので、今後、競売市

場における競合がでてくる可能性があります。 

 

３．特有の法的規制等に係るものについて 

 当社グループの販売物件に係る仕入については、全国の地方裁判所管轄による競売物件が大部分ですが、

この競売は民事執行法（注）のもと実施されております。また、競売妨害等に関しては刑法により処罰の対

象となります。その他、不動産業界においては、事業領域は不動産の開発から販売・賃貸にまで及び、宅地

建物取引業法、建築基準法、都市計画法、廃棄物処理法等の法的規制を受けております。 

（注）民事執行法  強制執行、担保権の実行としての競売及び民法、商法その他の法律の規定による換価

のための競売について定めた法律。 

 

４．中古住宅性能保証について 

 当社は５年間保証制度を平成13年8月よりスタートさせました。当社におきましては、施工（工事管理）を

充実させ、品質管理に万全を期しております。 

 しかしながら、販売件数の増加にともない、当社の品質管理に不備が生じた場合には、クレーム件数の増

加や保証工事の増加が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。さらに、当社の販売した住宅に重大な

瑕疵があるとされた場合など、当社の責によるか否かを問わず、また、実際の瑕疵の有無によらず、根拠の

ない誤認であった場合でも当社の信用に悪影響を及ぼし、当社の業績に影響を与える可能性があります。 
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５．事業拡大及び新規事業の参入について 

 当社事業は、旺盛な再生中古住宅への需要を背景に、急速な拡大を遂げてきました。当社グループは再生

中古住宅への旺盛な需要は今後も続くと考えており、首都圏地域を除く日本全国での中古住宅再生事業にお

いての占有率を上げるためにも、今後更に仕入物件ならびに店舗数を増やす予定でおります。 

 また当社グループは中古住宅再生事業以外にも、地方賃貸物件への需要を取込むためにも収益物件への投

資事業も新規事業として開始しており、かかる事業の遂行のため今後賃貸目的の弊社保有不動産を増やして

いく予定でおります。更に当社は今後不動産投資ファンド組成等へ関与していく可能性もあります。 

 しかし、今後景気動向、競売市場動向、金利動向、地価動向等のマクロ経済要因や、住宅取得希望者の嗜

好の大幅な変化があった場合、仕入れ物件数や店舗数の増加、ならびに新規事業への参入が必ずしも当初想

定されていた利益の増加に直結しない可能性があります。 

 

６．代表取締役への依存度等について 

 当社代表取締役社長である須田忠雄は当社の創業者であり、かつ大株主であります。同氏は当社グループ

の経営方針、戦略の決定等、当社の事業活動上重要な役割を果たしております。このため当社グループでは

同氏に対し事業運営ならびに業務遂行において過度に依存しない経営体制を整備し、経営リスクの軽減を図

ることに努めると共に、各分野での人材育成強化を行っておりますが、現時点で同氏が離職するような事態

となった場合、当社グループの業績等に重要な影響を与える可能性があります。 

     

７．人材の確保・育成について 

 当社グループが、事業規模の拡大及び、競売物件の現地調査からリフォーム発注、販売まで、不動産関連

事業に関わる専門的知識と経験に基づく付加価値の高い事業を構築していくには、優秀な人員の確保と育成

が不可欠となっております。当社グループはこのような認識のもと積極的に優秀な人員を採用・教育してい

く方針でありますが、急速な業容拡大に対して適切かつ十分な人的・組織的な対応を迅速に行なうことがで

きない場合には、サービスの競争力が低下したり、顧客とのトラブルが発生したり、事業の効率化に支障が

生じる可能性があります。 

 

８．訴訟について 

 当社グループは法務の専門担当者を配して法的危機管理に対処する体制を整えておりますが、今後とも、

外注や不動産取引にかかる係争・紛争が起こる可能性もあり、将来かかる係争・紛争が発生した場合は、当

社グループの事業展開や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

９．有利子負債への依存と金利動向の影響について 

 当社グループは、拡大成長期にあるため売上高の増加とともに仕入及び在庫も増加しております。当該仕

入代金（競売物件取得資金等）は主に金融機関からの借入金に依存していることから、有利子負債の総資産

に占める割合は総じて高水準であります。そのため、金融政策や当社の信用力の低下によって借入金に対し

て制約を受けた場合、また金利が上昇局面にある場合等の金融情勢の変化等により、当社の業績は影響を受

ける可能性があります。 
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【連結財務諸表等】 

①【連結貸借対照表】 

 
 
 

前連結会計年度 
（平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（平成18年１月20日） 

対前年比 

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
増減（百万円）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金 ※１  14,565 8,181  

２．売掛金   15 60  

３．販売用不動産 
※
１,5 

 19,910 48,192  

４．仕掛販売用不動産   13,884 14,664  

５．貯蔵品   7 233   

６．前渡金   2,602 1,688  

７．繰延税金資産   306 447  

８．その他   389 2,144  

貸倒引当金   △0 △31  

流動資産合計   51,682 94.1 75,581 95.7 23,898

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産 ※5    

(1）建物及び構築物 ※１ 1,609 1,638   

減価償却累計額  208 1,400 269 1,368 

(2）土地 ※１  1,407 1,477 
 

(3）その他  144 158   

減価償却累計額  71 73 88 69  

有形固定資産合計   2,881 5.2 2,915 3.7 34

２．無形固定資産     

(1）その他   41 44  

無形固定資産合計   41 0.1 44 0.1 2

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券   24 32  

(2）長期貸付金   26 16  

(3）繰延税金資産   104 101  

(4）その他   184 275  

貸倒引当金   △7 △2  

投資その他の資産
合計 

  331 0.6 423 0.5 92

固定資産合計   3,254 5.9 3,383 4.3 129

資産合計   54,937 100.0 78,965 100.0 24,027
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前連結会計年度 

（平成17年１月20日） 
当連結会計年度 

（平成 18 年１月 20 日） 
対前年比 

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
増減（百万円）

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金   712  605  

２．短期借入金 ※１  17,453  22,548  

３．一年以内返済予定
長期借入金 

※１  8,816  18,941  

４．一年以内償還予定
社債 

  625  1,097  

５．未払金   1,163  1,243  

６．未払法人税等   1,414  1,654  

７．工事保証引当金   132  166  

８．その他   534
 

639  

流動負債合計   30,852 56.1 46,896   59.4 16,043

Ⅱ 固定負債      

１．社債   4,472  3,043  

２．長期借入金 ※１  8,437  14,649  

３．役員退職慰労引当
金 

  221  236  

４．その他   151 461  

固定負債合計   13,283 24.2 18,390 23.3 5,107

負債合計   44,135 80.3 65,286 
 

82.7 
 

21,150

   
 
 

  

（少数株主持分）      

少数株主持分   ― ― ― ― ―

      

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※３  3,380 6.2 3,778 4.8 398

Ⅱ 資本剰余金   3,242 5.9 3,640 4.6 398

Ⅲ 利益剰余金   4,182 7.6 6,880 8.7 2,697

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  △1 6 0.0 7

 Ⅴ 自己株式 ※4  △2 △628 △0.8 △625

資本合計   10,801 13,678 17.3 2,877

負債、少数株主持分
及び資本合計 

  54,937 78,965 100.0 24,027

   

△0.0

△0.0

19.7

100.0

  

 



 11

②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
 至 平成18年１月20日） 

対前年比 

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比 

（％） 
増減（百万円）

Ⅰ 売上高   43,816 100.0 66,338 100.0 22,521

Ⅱ 売上原価   33,393 76.2 50,377 75.9 16,983

売上総利益   10,422 23.8 15,960 24.1 5,538

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※1  6,233 14.2 9,997 3,764

営業利益   4,188 9.6 5,963 

15.1 
 

9.0 1,774

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息及び受
取配当金 

 3 5   

２．受取手数料  22 26   

３．保険解約返戻金  24 52   

４．受取賃貸料  ― 22   

５．その他  25 74 0.2 36 143 0.2 68

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息  647 1,023   

２．社債発行費  121 12   

３．新株発行費  60 3   

４．シンジケート
ローン手数料 

 315 104   

５．貸倒引当金繰入
額 

 0 0   

６．その他  52 1,198 2.7 102 1,247 
 

1.9 
 

48

経常利益   3,064
 
7.0
 

4,858 
 
7.3 1,793

Ⅵ 特別利益     

１．固定資産売却益  380 210   

２．損害保険金受取
額 

 144 54   

３．その他  1 527 1.2 ― 264 0.4 △262

Ⅶ 特別損失     

１．過年度消費税等  24 ―   

２．固定資産売却損  8 8   

３．その他  0 32 0.1 0 9 0.0 △23
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前連結会計年度 

（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
 至 平成18年１月20日） 

対前年比 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額(百万円) 

百分比 

（％） 
増減(百万円)

税金等調整前当期 
純利益 

    3,559  8.1         5,114 7.7 1,554

法人税、住民税及 
び事業税 

※2 1,977              2,559    

法人税等調整額  △137     1,840 4.2 △143 2,416 3.6 575

当期純利益       1,718  3.9  2,697 4.1 979

    

 

③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

対前年比 

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 増減(百万円) 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高   21  3,242 3,221 

Ⅱ 資本剰余金増加額       

１. 増資による新株発
行 

 3,118  398   

２. 新株予約権の行使
による新株の発行 

        102  3,221          ― 398 △2,823 

Ⅲ 資本剰余金期末残高      3,242    3,640 398 

       

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,464  4,182 1,718 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．当期純利益     1,718 1,718 2,697 2,697 979 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   4,182 6,880 2,697 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日）

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 増減(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前当期純利益  3,559 5,114  

減価償却費  111 121  

貸倒引当金の増減額  △3 25  

工事保証引当金の増加額  16 33  

役員退職慰労引当金の増
加額 

 18 14  

受取利息及び受取配当金  △3 △5  

支払利息及び社債利息  647 1,023  

たな卸資産の増加額  △17,398 △29,641  

前渡金の増減額  △1,453 914  

仕入債務の減少額  △549 △107  

未払金の増加額  476 80  

投資有価証券売却益  ― △1  

投資有価証券売却損  ― 4  

保険解約返戻金  △24 △52  

損害保険金  △144 △54  

固定資産売却益  △380 △210  

固定資産売却損  8 8  

 その他資産の増加額  △132 △1,776  

 その他負債の増加額  158 473  

小計  △15,094 △24,036 △8,941 

利息及び配当金の受取額  3 5  

利息の支払額  △594 △1,056  

法人税等の支払額  △1,243 △2,369  

簡易保険金の受取額  24 52  

損害保険金の受取額  144 54  

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △16,760 △27,349 △10,588 
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前連結会計年度 

（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日）

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

対前年比 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 増減(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の増減額         2,056 △300  

貸付金の回収による収入          15 9  

有形固定資産の取得によ
る支出 

       △2,972 △171  

有形固定資産の売却によ
る収入 

        2,881 579  

その他投資による支出  △109 △100   

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 1,871 18 △1,853 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増加額  9,648 5,095  

長期借入金による収入  13,297 35,037  

長期借入金の返済による
支出 

 △6,304 △18,700  

社債の発行による収入  4,550 500  

社債の償還による支出  △52 △1,457  

新株式発行による収入  6,299 797  

自己株式の取得による支
出 

 △2 △625  

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 27,434 20,646 △6,788 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

         ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  12,545 △6,684 △19,230 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  2,020 14,565 12,545 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高  14,565 7,881 △6,684 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数 ３社 

連結子会社の名称 ㈱プロパティ－ 

         ㈱YUTORI債権回収 

         ㈱バリュ－・ロ－ン 

 ㈱YUTORI債権回収及び㈱バリュー・

ローンにつきましては、新規設立に伴

い、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。  

           

子会社は全て連結しております。 

 連結子会社の数 ３社 

 連結子会社の名称 ㈱プロパティ－ 

          ㈱YUTORI債権回収

          ㈱バリュ－・ロ－ン

         

 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当する事項はありません。 

 

該当する事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

   同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

   連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）に

よっております。 

時価のないもの 

   移動平均法による原価法によっ

ております。 

②デリバティブ 

   時価法を採用しております。 

③たな卸資産 

（１）販売用不動産 

   個別法による原価法によってお 

   ります。 

（２）仕掛販売用不動産 

   個別法による原価法によってお

ります。 

（３）貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法に

よっております。 

 

①有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

   同左 

 

 

 

 

時価のないもの 

   同左 

 

②デリバティブ 

   同左 

③たな卸資産 

（１）販売用不動産 

   同左 

 

（２）仕掛販売用不動産 

   同左 

 

（３）貯蔵品 

   同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

  定率法 

  ただし、平成１０年４月１日以降に

  取得した建物（建物付属設備を除く

  ）については、定額法によっており

  ます。 

  なお、主な耐用年数は次の通りであ

  ります。 

  建物及び構築物・・４～３８年 

  その他    ・・２～２０年 

 

②無形固定資産  

  定額法によっております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。    

 

①有形固定資産 

  同左 

  ただし、平成１０年４月１日以降に 

  取得した建物（建物付属設備を除く 

  ）については、定額法によっており 

  ます。 

  なお、主な耐用年数は次の通りであ 

  ります。 

建物及び構築物・・２～４３年 

  その他    ・・３～２０年 

 

②無形固定資産 

  同左 

(3) 繰延資産の処理方法 

 

 

 

①新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

 平成16年2月3日に実施いたしました

有償一般募集(ブックビルディング方式

による募集)による新株式発行(100,000

株)及び平成17年1月18日に実施いたし

ました有償一般募集による新株式発行

(1,800,000株)は、引受証券会社が引受

価額で引受けを行い、これを引受価額

と異なる発行価格で一般投資家に販売

するスプレッド方式の買取引受方式に

よっております。 

 スプレッド方式では、発行価格と引

受価額との差額の総額549百万円が事実

上の引受手数料となりますので、引受

証券会社に対する引受手数料の支払は

ありません。このため、新株発行費に

引受手数料は含まれておりません。 

②社債発行費 

  支出時に全額費用として処理して

おります。 

①新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

 平成17年２月15日付のオーバーアロッ

トメントによる売出しに関連して行われ

た第三者割当増資による新株発行

（270,000株）は、引受証券会社が引受

価額で引受けを行い、これを引受価額と

異なる発行価格で一般投資家に販売する

スプレッド方式の買取引受方式によって

おります。スプレッド方式では、発行価

格と引受価額との差額の総額72百万円が

事実上の引受手数料となりますので、引

受証券会社に対する引受手数料の支払は

ありません。このため、新株発行費に引

受手数料は含まれておりません。 

 

 

 

②社債発行費 

  同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

②工事保証引当金 

  販売済中古住宅に係わる補修費用の

支出に備えるため、売上高に対する補

修見込額を計上しております。 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、

役員退職慰労金規程に基づく期末要支

給額を計上しております。 

 

①貸倒引当金 

  同左   

 

 

 

 

②工事保証引当金 

  同左   

 

 

③役員退職慰労引当金 

  当社の役員の退職慰労金の支出に備

えて、役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しております。 

 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

  ヘッジ会計の要件を満たす金利ス

ワップについて特例処理を採用してお

ります。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金の利息 

③ヘッジ方針 

将来の金利上昇リスクをヘッジする 

ために変動金利を固定化する目的で、

金利スワップ取引を利用しているのみ

であり、投機目的の取引は行っており

ません。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

  特例処理によっているため、有効性

の評価を省略しております。 

①ヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては特例処理を採用しており

ます。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ヘッジ方針 

将来の金利上昇リスクをヘッジするた

めに変動金利を固定化する目的で、金

利スワップ取引を利用しております。 

 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

   同左 

 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は

 税抜方式によっており、控除対象外消

費税及び地方消費税は、当連結会計年

度の費用として処理しております。 

 

 消費税等の会計処理 

  同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

全面時価評価法によっております。 

 

  同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は当連結会計年度では発

生しておりません。 

 

   同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結会計年度中に確定した利益処分又

は損失処理に基づいております。 

 

   同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

 

   同左 

 

 

 

会計処理の方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

 

連結子会社である㈱プロパティーは、従来、有形固定

資産を取得する際に発生する不動産取得税及び登録免許

税の付随費用を、支出時の原価として処理しておりまし

たが、当連結会計年度より有形固定資産の取得原価に算

入する方法に変更いたしました。 

この変更は、当連結会計年度より自社物件の取得を本

格化させてきたことにより、上記付随費用の発生額の重

要性が高まってきたこと及び収益が長期的・安定的に実

現するという賃貸事業の性格上、毎期平均的に発生する

収益に対応させるためには、これらの付随費用を取得原

価に含める方法がより合理的と判断され、期間損益をよ

り適正に表示するためのものです。 

この変更に伴い、従来の処理に比較して、有形固定資産残

高が67百万円増加しております。また、売上原価が159百

万円減少した結果、売上総利益、営業利益、経常利益はそ

れぞれ159百万円増加しておりますが、有形固定資産の一

部を当連結会計年度中に売却したことにより固定資産売却

益が94百万円減少したため、税金等調整前当期純利益は65

百万円増加しております。 

シンジケートローン等の手数料については、従来、

支出時に費用処理しておりましたが、シンジケート

ローン等の設定額の大型化に伴い、ローン手数料の相

対的重要性が高まってきたことから、資金調達の効果

が支出時のみならず翌期以降にも及ぶことを勘案し、

期間損益計算を適正化するため、当連結会計年度より

ローン期間にわたって償却する方法に変更いたしまし

た。 

 この変更に伴い、従来の処理に比較して、経常利益

及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ279百万円増

加しております。 
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表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

 

前連結会計年度まで、営業外収益に区分掲記して 

おりました「受取利息」（当連結会計年度2百万円） 

及び「受取配当金」（当連結会計年度0百万円）につ 

きましては、重要性が乏しいため、当連結会計年度 

より「受取利息及び受取配当金」として表示しており 

ます。 

 

―――― 

 

 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

 

 

 

――――― 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年

法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準

課税制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度

から「法人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成

16年２月13日 企業会計基準委員会実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

  この結果、販売費及び一般管理費が51百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前純利益

が、51百万円減少しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 20

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（平成18年１月20日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 ※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の通りであります。 

預金 1,000百万円 

販売用不動産 1,075 

建物及び構築物 474 

土地 679 

計 3,229 
 

担保に供している資産は次の通りであります。 

預金 409百万円 

販売用不動産 3,573 

建物及び構築物 589 

土地 878 

計 5,450 
 

  

 

担保付債務は次の通りであります。 

  

一年以内返済予定長期借入金 449百万円 

長期借入金 2,544 

計 2,993 
 

 

担保付債務は次の通りであります。 

  

一年以内返済予定長期借入金 788百万円 

長期借入金 4,392 

計 5,180 
 

 

 

 

 

 

 

 

２ 貸出コミットメント契約 

 

なお、上記の他に短期借入金1,000百万円、一年以

内返済予定長期借入金2,872百万円、長期借入金

1,022百万円に対して、建物及び構築物107百万円、

土地75百万円、販売用不動産7,284百万円を登記留保

として提供しております。 

 

２ 貸出コミットメント契約 

当社においては運転資金の効率的な調達を行う

ため取引金融機関５７社と貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

当社においては運転資金の効率的な調達を行う

ため取引金融機関５２社と貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄの総額      24,700百万円 貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄの総額        27,100百万円 

借入実行額          21,620    借入実行額         27,100    

差引額              3,080 差引額               ― 

  

  

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式      

20,755,000株であります。 

 

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式      

21,025,000株であります。 

 

※４ 自己株式の保有数 

普通株式                 690株 

 

※４ 自己株式の保有数 

普通株式              211,490株 

 

※５ 販売用不動産等の保有目的変更 

販売用資産の保有目的変更により、販売用不動

産等から有形固定資産の土地等に335百万円振替え

ております。 

※５ 販売用不動産等の保有目的変更 

販売用資産の保有目的変更により、販売用不動

産等から有形固定資産の土地等に354百万円振替

えております。 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

            

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

   役 員 報 酬      219百万円    役 員 報 酬     221百万円 

従 業 員 給 与    1,805 従 業 員 給 与   2,792 

賃 借 料      197 賃 借 料     312 

租 税 公 課       346 租 税 公 課     584 

減 価 償 却 費       28 減 価 償 却 費      44 

広 告 宣 伝 費    1,996 広 告 宣 伝 費   3,698 

工事保証引当金繰入額       146 工事保証引当金繰入額     171 

役員退職慰労引当金繰入額         18 役員退職慰労引当金繰入額       20 

旅 費 交 通 費       436 旅 費 交 通 費     420 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額       29 

※２ 法人税、住民税及び事業税には過年度法人税等

が47百万円含まれております。 

 

※２  ―――― 

 

 

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
 至 平成18年１月20日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年１月20日現在） （平成18年１月20日現在） 
 
現金及び預金勘定 14,565百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金 

- 

現金及び現金同等物 14,565 
  

 
現金及び預金勘定 8,181百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金 

△300 

現金及び現金同等物 7,881 
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
 至 平成18年１月20日） 

リース取引を全く利用しておりませんので、 

該当事項はありません。 

 

  同左 

 

 

（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度（平成17年１月20日） 当連結会計年度（平成18年１月20日） 

 種類 
取得原価 
（百万円）

連結貸借対照
表計上額 
（百万円）

差額   
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

 
連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

 
差額   

（百万円）

(1）株式 0 1 0 18 0 29  11

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

小計 0 1 0 18 0 29  11

(1）株式 21 18 △2 3  2  △0

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3）その他 4 4 △0    

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

小計 26 23 △3 3  2  △0

合計 27 24 △2 22  32  10

 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

区分 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
 至 平成18年１月20日） 

売却額(百万円) - 225

売却益の合計額(百万円) - 1

売却損の合計額(百万円) - 4

 

 

３．時価のない主な有価証券の内容 

  時価評価されていない有価証券については重要性が乏しいため、連結財務諸表規則第15条の6第2 

項の規定により、記載を省略しております。 

 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

該当事項はありません。 
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

(1）取引の内容 (1）取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、金利キャップ取

引及び金利スワップ取引であります。 

 同左 

(2）取引に対する取組方針 (2）取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

 同左 

(3）取引の利用目的 (3）取引の利用目的 

デリバティブ取引は、借入金利の将来の金利市場にお

ける利率上昇によるリスクを回避する目的で利用して

おります。 

なお、金利スワップ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。 

①ヘッジ会計の方法 

    ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについ

て特例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金の利息 

③ヘッジ方針 

将来の金利上昇リスクをヘッジする 

ために変動金利を固定化する目的で、 

金利スワップ取引を利用しているのみであ

り、投機目的の取引は行っておりません。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

     特例処理によっているため、有効性の評価を

省略しております。  

 

 デリバティブ取引は、借入金利の将来の金利市場に

おける利率上昇によるリスクを回避する目的で利用し

ております。 

なお、一部はデリバティブ取引を利用した金利ス

ワップ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

①ヘッジ会計の方法 

    特例処理の要件を満たす金利スワップについて

は特例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

 

③ヘッジ方針 

将来の金利上昇リスクをヘッジする 

ために変動金利を固定化する目的で、 

金利スワップ取引を利用しております。 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

     同左  

 

(4）取引に係わるリスクの内容 (4）取引に係わるリスクの内容 

当社の利用しているデリバティブ取引は、市場金利

の変動によるリスクを有しております。 

 同左 

(5）取引に係わるリスク管理体制 (5）取引に係わるリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内規程に従い、取締役

会で決議を得て行っております。 

 同左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足事項 (6）取引の時価等に関する事項についての補足事項 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ

りません。 

 同左 

 

 



 24

 

２．取引の時価等に関する事項 

  前連結会計年度末（平成17年１月20日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

区分 種類 
契約額等
（百万円）

契約額等の
内１年超 
（百万円）

時価 
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取
引以外
の取引 

金利キャップ取引 
1,000

(22)

1,000 0 △21

合計 1,000 1,000 0 △21

      （注）１．時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．（ ）内の金額は、オプション料であります。 

３．当連結会計年度の評価損21百万円は当連結会計年度末までの累計額であり、当連結会計年度

の評価損は2百万円であります。 

 

  当連結会計年度末（平成18年１月20日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

区分 種類 
契約額等
（百万円）

契約額等の
内１年超 
（百万円）

時価 
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取
引以外
の取引 

金利キャップ取引 
2,000

(38)

1,700 6 △31

市場取
引以外
の取引 

金利スワップ取引 316 316 △7 △7

合計 2,316 2,016 △0 △39

      （注）１．時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．（ ）内の金額は、オプション料であります。 

         ３．特例処理によっている金利スワップ取引については、開示の対象から除いております。 

 

 

 

 

（退職給付関係） 

当社グループは確定給付型の退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （単位：百万円） （単位：百万円）

 
 

前連結会計年度 
（平成17年１月20日現在） 

 
当連結会計年度 

（平成18年１月20日現在） 

 繰延税金資産    

 未払不動産取得税等否認額 43  58 

 未払事業税否認額 101  109 

 工事保証引当金否認額 53  67 

 棚卸資産評価損否認額 65  144 

 役員退職慰労引当金否認額 89  95 

 その他 61  78 

 繰延税金資産小計 415  553 

 評価性引当額 △4  ― 

 繰延税金資産合計 411  553 

 繰延税金負債    

  その他有価証券評価差額金 0  4 

 繰延税金負債合計 0  4 

 繰延税金資産の純額 411  548 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税率等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 
 

前連結会計年度 
（平成17年１月20日現在） 

 
当連結会計年度 

（平成18年１月20日現在） 

 法定実効税率 41.7％  40.4％ 

 留保金課税額 6.2  5.3 

 住民税均等割額 1.8  1.5 

 法人税等追徴税額 1.3  ― 

 その他 0.7  0.0 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.7  47.2 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年１月21日 至平成17年１月20日） 

当社及び連結子会社は、中古住宅再生事業、収益物件運営事業ならびにその他事業を行っております。

従来、中古住宅再生事業の全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額

に占める割合がいずれも90%超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりました。

当連結会計年度において、連結子会社である㈱プロパティーの主たる業務である収益物件運営事業が本格

的に稼動し、当該事業の全セグメントに占める割合が高まったため当連結会計年度より事業の種類別セグ

メント情報を開示しております。 

 中古住宅再生事業

（百万円） 

収益物件運営事業

（百万円） 

その他事業

（百万円） 

  計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ売上高及び営業損益  

売上高 

（1）外部顧客に対す

る売上高 

（2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 

 

 

42,672 

 

―  

 

 

 

542

 

    ―  

 

 

 

601

 

1 

 

 

 

43,816

 

1

 

 

 

  ―   

 

（1） 

 

 

 

43,816

 

― 

計 42,672 542 602 43,817 （1） 43,816

営業費用 38,557 486 305 39,349 278 39,627

営業利益 4,114 56 297 4,467 （279） 4,188

Ⅱ資産、減価償却費及

び資本的支出 

資産 

減価償却費 

資本的支出 

 

 

40,588 

24 

51 

 

8,266

―

―

3,090

83

2,951

51,945

108

3,002

 

 

2,991 

3 

1 

 

54,937

111

3,004

     （注）１.事業区分の方法 

          事業内容を勘案して区分しております。 

        ２.各事業区分に属する主要な内容  

事 業 区 分 主   要   な   内   容 

中古住宅再生事業 

            

中古戸建住宅の再生、販売 

 

収益物件運営事業 テナントビル、マンション、アパート等の販売 

 

   その他事業 テナントビル等の賃貸、住宅ローンの買取・回収他 

 

        ３.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は278百万円であり、 

          その主なものは当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

        ４.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,991百万円であり、その主 

なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 
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当連結会計年度（自平成17年１月21日 至平成18年１月20日） 

 

 中古住宅再生事業

（百万円） 

収益物件運営事業

 （百万円） 

その他事業

（百万円） 

  計 

（百万円）

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ売上高及び営業損益 

売上高 

（1）外部顧客に対す

る売上高 

（2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 

 

 

59,831

 

― 

 

 

 

4,835

 

    ―  

 

 

 

1,671

 

134

 

 

 

 

66,338

 

134

 

 

 

  ―   

 

(134） 

 

 

 

66,338

 

― 

計 59,831 4,835 1,806 66,473 (134） 66,338

営業費用 54,947 3,460 1,530 59,938 436 60,375

営業利益 4,883 1,375 275 6,534 （571） 5,963

Ⅱ資産、減価償却費及

び資本的支出 

資産 

減価償却費 

資本的支出 

 

55,175

26

68

 

16,317

―

―

4,190

77

54

75,683

104

122

 

 

3,281 

16 

59 

 

78,965

121

182

     （注）１.事業区分の方法 

          事業内容を勘案して区分しております。 

        ２.各事業区分に属する主要な内容  

事 業 区 分 主   要   な   内   容 

中古住宅再生事業 

            

中古戸建住宅の再生、販売 

 

収益物件運営事業 テナントビル、マンション、アパート等の販売 

 

   その他事業 テナントビル等の賃貸、住宅ローンの買取・回収他 

 

        ３.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は478百万円であり、 

          その主なものは当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

        ４.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、3,370百万円であり、その主 

なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

  

  

 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年１月21日 至平成17年１月20日） 

本邦の売上高及び資産の金額は，全セグメントの売上高の合計、全セグメント資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90%超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（自平成17年１月21日 至平成18年１月20日） 

本邦の売上高及び資産の金額は，全セグメントの売上高の合計、全セグメント資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90%超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
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【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年１月21日 至平成17年１月20日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成17年１月21日 至平成18年１月20日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

 

 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年１月21日 至平成17年１月20日） 

役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）

役員及び
その近親
者 

須田忠雄 － － 
代表取締
役社長 

被所有 
直接 30.2

－ － 

銀行借入に
対する債務
被保証 
（注） 

 － －   － 

 （注）金融機関からの借入金に対して債務保証を受けておりましたが、平成17年1月7日に期日前返済いたしました

ので期末残高はありません。 

 

 

当連結会計年度（自平成17年１月21日 至平成18年１月20日） 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

 
１株当たり純資産額 520.43円

１株当たり当期純利益 99.60円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきま 

しては、潜在株式が存在しないため、記載しており 

ません。 

 
１株当たり純資産額 657.20円

１株当たり当期純利益 129.23円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金 
129.18円

  

(注)1. 平成16年7月30日付をもって、株式を1株につき

10株の割合で分割しております。  

2. 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場

合における１株当たり情報の各数値は以下のとお

りであります。 

    (前連結会計年度) 

１株当たり純資産額         209.79円 

１株当たり当期純利益         72.73円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につき

ましては、新株予約権残高を有しておりましたが、

前事業年度において当社株式は非上場であり、かつ

店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握で

きませんので記載しておりません。 

  

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の 

とおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月21日 
至 平成17年１月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 1,718 2,697 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,718 2,697 

期中平均株式数（株） 17,253,666 20,877,526 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） － 7,458 

（うち新株予約権） － （7,458） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

―――― ―――― 

 

 

 

 


